都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）　様式集

（様式Ｆ）資格要件事前確認書

	（様式Ｆ）







平成24年　　月　　日
都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）

資格要件事前確認書

都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）に応募するための当社の資格要件について事前確認を願います。

企業名

商号又は名称
所在地
代表者役職名
氏名
印

担当者

氏名
所属
役職名
所在地
電話
ファクシミリ
確認項目

※ 簡潔かつ具体的に記入してください。

１　事前確認の対象は、次に掲げる資格を有するかの判断に関するものとします。
(1) 1,500㎡程度を基準とし、これを上回る規模の展示フロアを有する積層型展示施設で、展示施設の総面積が8,000㎡程度の建物の設計実績があること。
なお、「積層型展示施設」とは、展示フロア部分が積層となっているもののみを指し、展示フロア以外の部分が積層となっているものは含まない。
(2) 1,500㎡程度を基準とし、これを上回る規模の展示フロアを有する積層型展示施設で、展示施設の総面積が8,000㎡程度の建物の施工実績があること。
なお、「積層型展示施設」とは、展示フロア部分が積層となっているもののみを指し、展示フロア以外の部分が積層となっているものは含まない。
(3) 過去10年間にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(しゅん),竣)工した施設のうち、延床面積25,000㎡以上の業務施設を含む施設の開発実績があること。
(4) 不動産賃貸業・管理業を営み、その営業年数が15年以上、かつ過去３か年の平均売上高実績が連結決算で１億円以上があること、又はこれと同等以上の能力を有していること。

(5) 過去10年間に、コンサルティング業務又は不動産開発業務において、市街地再開発組合やエリアマネジメント組織等、地権者等により構成される組織の意見集約等に関する業務を実施した実績があること。
２　本確認書に、資格を確認するのに必要となる資料を添付（Ａ４版又はＡ４版大に折り込む。）して、下記の受付期間内に受付窓口へ持参してください。部数は２部とします。
３　受付期間

平成24年９月10日（月）から同月12日（水）までとします。受付時間は午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とします。


	（様式Ｇ）提案内容に関する対話申請書
（様式Ｇ）







平成24年　　月　　日
都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）

提案内容に関する対話申請書
当グループは、都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）への提案に当たり、提案内容に関する事前対話を希望します。

代表企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

分野

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

企業名

商号又は名称
所在地
代表者氏名

代表企業

担当者

氏名
所属
役職名
所在地
電話
ファクシミリ
１　本申請書に所要の事項を記入し、資格要件事前確認結果通知書の写しを添付して、東京都に確認したい事項について取りまとめた事前質問書とともに下記の受付期間内に受付窓口へ持参してください。部数は、２部とします。
２　企業ごとに予定している担当分野（設計、建設、開発、運営維持管理、エリアマネジメント、その他）を記入してください。

３　記入欄が足りない場合は追加してください。

４　受付期間
平成24年10月16日（火）から同月17日（水）とします。受付時間は午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とします。
５　応募審査に当たり対話申請を行った企業グループで提案を求めることを義務付けるものではありません。


２．資格要件審査に関する様式
（様式０１）提案書提出届兼応募者構成員表
	（様式０１）
 グループ名 

	
平成　年　月　日

	提案書提出届兼応募者構成員表

	
	
	

	
	東京都都市整備局長　殿
	

	
	
	

	
	都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）事業者募集要項等に基づき、下記の構成員により、提案書等を提出いたします。
	

	
	
	

	
	本事業の実施のみを事業目的とする会社の設立有無※２
	有　　・　　無　　　
	

	
	代表者
	所在地
	
	
	※３
	

	
	
	商号又は名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号又は名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号又は名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号又は名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号又は名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	
	
	所在地
	
	
	
	

	
	
	商号又は名称
	
	
	
	

	
	
	代表者氏名
	
	印
	
	

	


※１　Ａ４版とする。
※２　有・無のどちらかに○を付けること。

※３　資格要件を満たす構成員として申請する者は、その分野（設計、建設、開発、運営維持管理、エリアマネジメント）を記入すること。
※４　記入欄が足りない場合は追加すること。
※５　各構成員の代表者は代表権のある役員とすること。
※６　各構成員は、以下の資料を添付すること。
◇定款（最新のもの）
◇会社概要（最新のもの）
◇印鑑証明書（事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）
◇使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は随意）
◇法人税納税証明書（地方税に係るものを含む。事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）
１部提出
◇法人登記簿謄本（事業者募集要項公表日以降に交付されたもの）
◇貸借対照表（直近実績３年分）
◇損益計算書（直近実績３年分）
◇利益処分及び損失の処理に関する議案（直近実績３年分）
（様式０２）設計業務の資格及び事業実績に関する調書
	（様式０２）
 グループ名 

	設計業務の資格及び事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号又は名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	一級建築士事務所

登録番号
	
	
	

	
	過去10年間における設計実績（代表的なもの１つずつ）
	

	
	条件
	過去10年間にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しゅん),竣)工した施設のうち、民間複合施設の提案内容と同等以上の延床面積及び高さの建物の設計実績
	1,500㎡程度を基準とし、これを上回る規模の展示フロアを有する積層型展示施設で、展示施設の総面積が8,000㎡程度の建物の設計実績
	

	
	施設名
	
	
	

	
	所在地
	
	
	

	
	発注者
	
	
	

	
	建物種類
	集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他
	展示場スペース・多目的ホール・劇場・美術館・その他
	

	
	施設延床面積
	
	
	

	
	施設の高さ
	
ｍ
	
ｍ
	

	
	階数
	地上　　階　　　　地下　　階
	地上　　階　　　　地下　　階
	

	
	構造
	
	
	

	
	設計実施期間
	平成　年　月～平成　年　月
	平成　年　月～平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社当たりＡ４版１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇一級建築士事務所登録を証明する書類
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた建物が、設計を担当する応募構成員の業務実績であることが分かる資料(パンフレット等)であれば結構です。）
（様式０３）建設業務の資格及び事業実績に関する調書
	（様式０３）
 グループ名 

	建設業務の資格及び事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号又は名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	建設業許可番号
	
	
	

	
	経営事項審査
	総合評点（建築一式）
点
	
	

	
	過去10年間における建設実績（代表的なもの１つずつ）
	

	
	条件
	過去10年間にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しゅん),竣)工した施設のうち、民間複合施設の提案内容と同等以上の延床面積及び高さの建物の施工実績
	1,500㎡程度を基準とし、これを上回る規模の展示フロアを有する積層型展示施設で、展示施設の総面積が8,000㎡程度の建物の施工実績
	

	
	施設名
	
	
	

	
	所在地
	
	
	

	
	発注者
	
	
	

	
	建物種類
	集合住宅・オフィスビル・商業施設・官庁施設・その他
	展示場スペース・多目的ホール・劇場・美術館・その他
	

	
	施設延床面積
	
	
	

	
	施設の高さ
	
ｍ
	
ｍ
	

	
	階数
	地上　　階　　　　地下　　階
	地上　　階　　　　地下　　階
	

	
	構造
	
	
	

	
	工事実施期間
	平成　年　月～平成　年　月
	平成　年　月～平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社当たりＡ４版１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇特定建設業許可を証明する書類
◇経営事項審査結果通知書

◇東京都平成23・24年度建設工事等競争入札参加資格受付票の写し
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた建物が、建設を担当する応募構成員の業務実績であることが分かる資料(パンフレット等)であれば結構です。）
（様式０４）開発業務の事業実績に関する調書
	（様式０４）
 グループ名 

	開発業務の事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号又は名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	
	

	
	条件
	過去10年間における、延床面積25,000㎡以上の業務施設を含む施設の開発実績（代表的なもの１つ）
	民間複合施設の提案に係る施設用途について、同等以上の延床面積の開発実績
	

	
	施設名または事業名
	
	
	

	
	所在地
	
	
	

	
	事業手法
	
	
	

	
	業務施設以外の複合施設
	※　施設の機能・内容について記載すること。
	※　施設の機能・内容について記載すること。
	

	
	施設延床面積
	㎡　
	㎡
	

	
	
	うち、業務施設部分
	㎡
	㎡
	

	
	
	うち、商業施設部分
	㎡
	㎡
	

	
	
	その他
	㎡
	㎡
	

	
	完成年月
	平成　年　月
	平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社当たりＡ４版１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた建物が、当該開発を担当する応募構成員の業務実績であることが分かる資料(パンフレット等)であれば結構です。）
１部提出
（様式０５）運営維持管理業務の事業実績に関する調書
	（様式０５）
 グループ名 

	運営維持管理業の資格及び事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号または名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	不動産管理業の

営業年数
	
	
	

	
	営業年数、運営維持管理業に係る過去３年間の平均売上高実績
	

	
	創業年月
	
	

	
	設立年月
	
	

	
	運営維持管理業に係る過去３年間の平均売上高実績
	過去３年間の平均売上高
	
百万円
	

	
	
	
年度
	
百万円
	

	
	
	
年度
	
百万円
	

	
	
	
年度
	
百万円
	

	
	備考
	※　当該企業の主要業務、管理件数の推移、管理形態の内容（自社物件、管理委託別の戸数など）等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社当たりＡ４判１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
◇上記業務実績を示す資料
１部提出
（様式０６）エリアマネジメント業務の事業実績に関する調書
	（様式０６）
 グループ名 

	エリアマネジメント業務の事業実績に関する調書

	

	
	所在地
	
	
	

	
	商号又は名称
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	印
	

	
	担当者所属・氏名
	
	
	

	
	連絡先電話
	
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	
	

	
	過去10年間における、地権者等により構成される組織の意見集約等に関する業務実績（代表的なもの１つ）
	

	
	業務名
	
	

	
	業務エリア
	
	

	
	業務種類
	市街地再開発事業・エリアマネジメント事業・その他
	

	
	実施期間
	平成　年　月～平成　年　月
	

	
	備考
	※　実績として記載したプロジェクトの概要、特徴、当該企業の役割等について記載すること。
	

	


※１　１社で複数の業務を担当する場合も、上表は全て記入すること。
※２　１社当たりＡ４版１枚とする。
※３　以下の資料を添付すること。
　　◇社団法人再開発コーディネーター協会の法人正会員であることを証明する書類、又は東京都「競争入札参加資格者名簿」のうち、営業種目123「都市計画・交通関係調査業務」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ、取扱品目01「地域・地区計画」又は取扱品目02「再開発・区画整理計画」に登録があることを証明する書類
◇上記業務実績を示す資料（業務実績として挙げた業務が、エリアマネジメント業務を行う応募構成員の業務実績であることが分かる資料）
３．借地料の適格審査に関する様式

（様式０７）借地料の適格審査に関する自主確認書
	（様式０７）　　　　　　　　　　 　                                                     グループ名 
	

	
	

	
	価格の適格審査に関する自主確認書
	
	

	
	※　以下の条件を満たしているかを確認してください。
	自主
	審査
	
	

	
	
	 ○を付ける
	
	

	
	応募者が提案した地代が、以下の都の示す基準単価（円／㎡）以上であることの条件を満たしていることを確認する。
	 ※２
	
	
	

	
	　東京都計量検定所跡地の基準単価月額：4,443円／㎡

東京都立産業貿易センター跡地の基準単価月額：4,174円／㎡

東京都公文書館跡地の基準単価月額：3,611円／㎡

	
	
	
	

	
	提案地代
	
	

	
	　東京都計量検定所跡地の提案地代
	　円（月額／㎡）
	
	

	
	　東京都立産業貿易センター跡地の提案地代
	　円（月額／㎡）
	
	

	
	　東京都公文書館跡地の提案地代
	　円（月額／㎡）
	
	

	
	
	
	
	

	
	


※１ Ａ４版１枚とする。
※２ 応募者で自主チェックを行い、条件を満たしていることを確認して、○を付けること。
４．基本的事項の適格審査に関する様式
（様式０８）基本的事項の適格審査に関する自主確認書
	（様式０８）
 グループ名 

	
	基本的事項の適格審査に関する自主確認書
	

	
	※　以下の必須条件を満たしているかを確認してください。
	自主
	審査
	

	
	
	○を付ける※２
	

	
	ア　既存施設の移転・除却スケジュールにのっとった工程計画となっていること。
	
	
	

	
	イ　事業者募集要項、基本協定条件書（事業者募集要項別紙２）及び新産業貿易センター浜松町館要求水準書（事業者募集要項別紙５）に示す内容に沿った計画となっていること。
	
	
	

	
	(ｱ)　新産業貿易センターが民間複合施設と同一建物内に整備されていること。
	
	
	

	
	(ｲ)　「新産業貿易センター浜松町館要求水準書」に示す床面積を満たす配置プランとなっていること。
	
	
	

	
	(ｳ)　民間複合施設内で、かつ、新産業貿易センター展示室から短時間で容易にアクセス可能な場所に、来館者の商談・食事スペースとしての飲食店（展示室等へのケータリング機能を有するもの）を配置し、新産業貿易センター会場時間中は、少なくともいずれかの店舗が営業している提案となっていること。
	
	
	

	
	(ｴ)　都が直接施工した場合と比較して、民間事業者を活用した施設整備を行うことによる都のメリットが、機能面、価格面等で明示されていること。
	
	
	

	
	ウ　民間複合施設の整備に関する提案について、以下を満たしていること。
	
	
	

	
	(ｱ)　 映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや、次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設の導入に関し、関連する者から関心表明を得ていること。
	
	
	

	
	(ｲ)　整備する民間複合施設が、３棟以内となっていること。
	
	
	

	
	(ｳ)　地区のにぎわい・集客力を向上させる商業施設等が整備されていること。
	
	
	

	
	(ｴ)　提案する住宅の割合について「港区開発事業に係る定住促進指導要綱」に記載のある住宅等の規模程度以下となっていること。
	
	
	

	
	
	整備する住宅の

延床面積（a）

　　　　　　　㎡
	民間複合施設の

総延床面積(b)

　　　　　　　　㎡
	総延床面積に占める

住宅の割合(a)/(b)

　　．　％

	
	

	
	(ｵ)　住宅を整備する場合、分譲住宅を整備する提案となっていないこと。
	
	
	

	
	(ｶ)　長周期地震動に対応した施設の整備に向けた取組がなされていること。
	
	
	

	
	(ｷ)　非常時に最低３日分を賄える非常用発電設備が設置されていること。
	
	
	

	
	(ｸ)　非常時における従業員のビル内待機のため、最低３日分の必要な水、食料、毛布などの備蓄が確保されていること。
	
	
	

	
	(ｹ)　非常時において、帰宅困難者となる民間複合施設への来館者のための一時待機場所及び必要な備蓄が確保されていること。
	
	
	

	
	(ｺ)　ビル内防災組織の設立が計画されていること。 
	
	
	

	
	(ｻ)　エネルギーの効率化を図る取組について、運営計画が提出されていること。
	
	
	

	
	(ｼ)　太陽光発電について、定格出力10kw以上の発電量が確保されていることを確認する。また、太陽熱（給湯）の導入が提案されていること。
	
	
	

	
	(ｽ)　低炭素で効率的な発電を検討する場合、排気口から大気中に排出される窒素酸化物の排出量について、募集要項に定める基準を満たしていること。
	
	
	

	
	(ｾ)　民間複合施設における電力の見える化に関する提案がなされていること、１か所での電力コントロールが可能な設備を備えていること。
	
	
	

	
	(ｿ)　施設の整備に際し、募集要項に定める環境配慮の条件を満たしていること。
	
	
	

	
	エ　エリアマネジメント業務に関する提案について、以下を満たしていること。
	
	
	

	
	　(ｱ)　エリアマネジメント組織を設立、運営する計画となっていること。
	
	
	

	
	　(ｲ)　事業期間を通じて、エリアマネジメントに係る各種活動を行う計画になっていること。
	
	
	

	
	オ　各種法令上の規定などに対して重大な不適格箇所がないか。
	
	
	

	
	カ　構造・工法などに重大な不適切箇所がないか。
	
	
	

	
	キ　事業収支計画の内容に重大な不適切箇所がないか。
	
	
	

	
	ク　その他事業の基本的な部分に関して、重大な不適切箇所がないか。
	
	
	

	
	ケ　都に支払う貸付料等の提案が基準額以上であるか。
	
	
	

	


※１　Ａ４版１枚とする。
※２　応募者で自主チェックを行い、必須条件を満たしていることを確認して、○を付けること。
（様式０９）関心表明書

	（様式０９）
 グループ名 

	
平成　年　月　日

	関心表明書

	
	
	

	
	東京都都市整備局長　殿
	

	
	所在地：
商号又は名称：

代表者氏名：　　　　　　　　　㊞
	

	
	当社は、都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）の募集に当たって、（参加企業又はグループの代表企業）様が計画する「映像・音声等産業分類における「情報通信業の映像・音声・文字情報制作業」、｢情報サービス業｣又は「インターネット付随サービス業」）の制作に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設を導入に関する提案」について大きな関心を持つもので、（参加企業又はグループの代表企業）様が事業者となった場合には、当該提案の賃貸借人として、（参加企業又はグループの代表企業）様（及び構成員）様と協議をします。

以上
	

	
	
	

	


※１　関心表明を行う１社当たりＡ４版１枚とする。
※２　体裁、文面等は本様式と異なっていても可。
（様式１０）都市開発諸制度の活用に関する説明書
	（様式１０）
	
 グループ名 

	
	都市開発諸制度の活用に関する説明書
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　総合設計制度を活用する場合は、総合設計許可要綱に適合するかが判断できる内容（必要に応じ、図も含めること。）を提示すること。
※　その他、都市開発諸制度などを活用する場合には、提案が各種制度の確実な履行を行うことができるか判断できる内容（必要に応じ、図も含めること。）を提示すること。
※　各種制度の担当部署との協議状況について記載し、協議に係る議事録を添付すること。

	
	

	
	


※　活用する都市開発諸制度ごとにＡ３版１枚にまとめること。議事録についてはＡ４版とし、枚数、様式は自由とする。
５．施設計画・事業計画及び賃料等に関する様式
(1) 事業の企画・計画に関する提案
（様式１１）本計画のコンセプト
	（様式１１）
	
 グループ名 

	
	本計画のコンセプト
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　本開発提案に関する基本的な認識、整備の考え方を述べること。
なお、記載に当たっては、上記基本的な認識、整備の考え方が、施設全体に関する計画や新産業貿易センターに関する提案、民間複合施設に関する提案、エリアマネジメントに関する提案など個別の提案と、どのように結びついているかについて示すこと。
（主な記入事項）

　１　計画全体の考え方
　２　計画全体の考え方とガイドラインとの整合性
　３　計画全体の考え方と個別の提案との整合性
	
	

	
	


※　Ａ３版５枚以内にまとめること。
（様式１２）基本計画図
	（様式１２）
	
 グループ名 

	
	基本計画図
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　敷地全体の基本計画図を示すこと。

	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式１３）施設全体に関する提案
	（様式１３）
	
 グループ名 

	
	施設全体に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　下記に挙げる各計画・諸元等の考え方を述べること。

（主な記入事項）

　１　土地利用計画に関する考え方

　２　配置計画に関する考え方

　３　動線計画に関する考え方

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・施設全体の企画・計画及び周辺地域との関連について、配慮していること（視点例：海、庭園に隣接する当地域当地域の特色を生かしたアメニティの高い空間形成等）。
・まちづくりの面からみた土地利用計画の考え方、各施設の配置計画の考え方、動線計画の考え方を提案すること。
・新産業貿易センターについても、配置及び動線が分かるように記載すること。


	
	

	
	


※　Ａ３版５枚以内にまとめること。
（様式１４）全体鳥瞰図
	（様式１４）
	
 グループ名 

	
	全体鳥瞰図
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　「基本計画図」、「施設全体に関する提案」の内容を踏まえ、提案すること。
・本事業にて提案を行う施設全体についての鳥EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かん),瞰)図を示
すこと。

	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式１５）都市開発手法の活用方針と具体的な提案内容
	（様式１５）
	
 グループ名 

	
	都市開発手法の活用方針と具体的な提案内容
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・都市開発手法を活用するに当たっての考え方とその妥
当性について示すこと。

・必要に応じて、図面を添付すること。


	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式１６）地域の回遊性の向上に関する提案
	（様式１６）
	
 グループ名 

	
	地域の回遊性の向上に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・対象地だけでなく、ガイドライン対象エリア全体にお
ける回遊性について、現状の分析を行った上で、歩行者ネットワーク全体を整備するために必要な機能整備に係る考え方を提案すること。

	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式１７）環境に関する提案
	（様式１７）
	
 グループ名 

	
	環境に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・ガイドライン「５　地区全体での取組」に示す「環境に関する取組」を参照し、提案すること。
・地域の自然資源を生かした都市環境の整備の考え方について提案すること（視点例：海、庭園に隣接する当地域の特色を生かしたアメニティの高い空間形成等）。

	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式１８）景観に関する提案
	（様式１８）
	
 グループ名 

	
	景観に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・ガイドライン「４　都有地を活用した拠点開発」、「５地区全体での取組」の記載内容に留意の上、提案すること。
・計画建築物が、都市景観に与える影響に配慮するこ
と。
・周辺の景観と調和していること。
・東京都及び港区の景観計画等に基づいていること。
・周辺と調和した色彩であること。
・屋外広告物は景観に配慮したものであること。
・庭園、海といった特色を活かしたアメニティの高さへの配慮についても記載すること
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式１９）留意すべき景観視点からのパース図
	（様式１９）
	
 グループ名 

	
	留意すべき景観視点からのパース図
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・ガイドライン「２　竹芝地区及びその周辺の地域特
性」「（２）地区の計画的位置付け」に示す「地区周辺の留意すべき景観ポイント」等を参考踏まえ、以下の５つの景観視点からのパース図を作成すること。
・旧芝離宮恩賜庭園北側道路から南東方向のパース図

・都立芝商業高等学校南側道路からの東南東方向の
パース図
・都立竹芝ふ頭公園から西側方向のパース図

・海側からの眺望

・浜離宮恩賜庭園からの南西方向のパース図
	
	

	
	


※　各景観視点当たりＡ３版１枚にまとめること。
（様式２０）施設整備に係る工程計画
	（様式２０）
	
 グループ名 

	
	施設整備に係る工程表　
	

	
	年度月
項　目
	平成　　年度　　～　　平成　　年度
	

	
	
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	………
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	

	
	設　計
	
	
	
	
	（着手・完了）
	
	
	
	
	

	
	各種申請
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	仮設工事
	
	
	
	
	（着手・完了・運営）
	
	
	
	
	

	
	既存建物除却工事開始時期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存建物除却工事
	
	
	
	
	（着手・完了）
	
	
	
	
	

	
	工事着手時期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	基礎工事
	
	
	
	
	（着手・完了）
	
	
	
	
	

	
	地下躯体工事
	
	
	
	
	（着手・完了）
	
	
	
	
	

	
	地上躯体工事
	
	
	
	
	（着手・完了）
	
	
	
	
	

	
	仕上
	
	
	
	
	（着手・完了）
	
	
	
	
	

	
	工事完成時期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業運営開始時期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	


※　応募者の提案に応じて、項目を追加・変更すること。
※　全ての施設の工程計画をＡ３版１枚にまとめること。
※　各敷地の貸付け開始時期は以下のとおり前提をおき、提案を行うこと。
　　・東京都公文書館：平成26年３月

　　・東京都計量検定所：平成28年３月

　　・東京都立産業貿易センター：平成29年10月
（様式２１）新産業貿易センターの整備の進め方
	（様式２１）
 グループ名 

	
	新産業貿易センターの整備の進め方
	

	
	［要点］（箇条書）
	

	
	［本文］　

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・設計等の実施に係る体制図を記載すること。
・体制図に記載された担当者ごとに、経歴、勤続年数、主な実績等を記載すること。
・設計、施工及び都への建物譲渡を円滑に進めるための工夫等について提案すること。
	

	
	
	

	


※　Ａ４版１枚にまとめること。
（様式２２）新産業貿易センターと民間複合施設との連携のあり方に関する考え方
	（様式２２）
 グループ名 

	
	新産業貿易センターと民間複合施設との連携のあり方に関する考え方
	
	

	
	［要点］（箇条書）
	

	
	［本文］　

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・「新産業貿易センター浜松町館要求水準書」を参考に提案すること。 

・新産業貿易センターに想定される機能を踏まえ、民間複合施設の各種機能との連携のあり方を提案すること。 

・新産業貿易センターを単体で整備する場合と、新産業貿易センターと民間複合施設とを合築する場合を比較し、合築によってどのような整備効果が期待できるかについて提案すること。 

・「新産業貿易センター浜松町館要求水準書」に示す民間複合施設に整備する「来館者の商談・食事スペースとしての飲食店（展示室等へのケータリング機能を有するもの）」について提案すること。その際、整備する面積も提案すること。 


	

	
	
	

	


※　Ａ４版１枚にまとめること。
（様式２３）民間複合施設のコンセプト
	（様式２３）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設のコンセプト
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　民間複合施設の提案に関する基本的な認識、整備の考え方を述べること。（考え方の例：将来の需要変化に対して用途変更等柔軟に対応できる施設計画とする等）
なお、記載に当たっては、上記基本的な認識、整備の考え方が、民間複合施設に関するデザイン、ビジネス拠点の形成、防災機能、スマートシティの形成に関する個別の提案と、どのように結びついているかについて示すこと。

（主な記入事項）

　１　民間複合施設の考え方

　２　ガイドラインとの整合性

　３　個別の提案との整合性
	
	

	
	


※　Ａ３版３枚以内にまとめること。
（様式２４）民間複合施設の施設計画の概要
	（様式２４）
 グループ名 

	
	民間複合施設の施設計画の概要
	
	

	
	１　敷地面積
㎡
	

	
	２　建築面積
㎡
	

	
	３　建ぺい率
％
	

	
	４　延べ床面積
	

	
	
	区　分
	延べ面積(㎡)
	容積対象床面積(㎡)
	専有床面積(㎡)


	
	

	
	
	業務施設
	㎡
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	①　映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設
	
	
	
	
	

	
	
	② その他業務施設
	㎡
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	③ 商業施設
	㎡
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	④ 賃貸住宅
	㎡
	㎡
	㎡

	
	

	
	
	⑤その他提案による施設
	
	
	
	
	

	
	
	⑥ 駐車場等
	㎡
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	⑦ 共用部分
	㎡
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	合　計
	㎡
	㎡
	㎡
	
	

	
	
	駐車台数(その他の施設)
	台
	－
	－
	
	

	
	
	合　計
	台
	－
	－
	
	

	
	５　容積率
％
	

	
	６　軒高
ｍ
	

	
	７　最高高さ
ｍ
	

	
	８　階数
地上　　階　／　地下　　階
	

	
	９　構造種別
	

	
	10　外部仕上表
	

	
	
	項　目
	仕　上
	下　地
	
	

	
	
	屋根
	
	
	
	

	
	
	外壁
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	


※　棟ごと（新産業貿易センターと合築となる棟については、民間複合施設部分のみ）にＡ３版にまとめること。
※　応募者の提案に応じて、項目を追加・変更すること。
（様式２５）民間複合施設全体面積表
	（様式２５）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設全体面積表（延べ面積、容積対象床面積、専有面積）
	

	
	区分
	専有部分
	⑦共用部分
	計
	

	
	
	業務施設
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	①映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設
	②その他業務施設
	③商業施設
	④賃貸住宅
	⑤その他提案による施設
	⑥駐車場等
	
	
	

	
	
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
	延べ面積
	容対面積
	専有面積
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	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（備考）

・延べ面積合計
㎡

・容積対象床面積合計
㎡
（容積率
％）

・専有面積合計
㎡

・専有面積合計に占める映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設面積の割合



％
	

	
	


※　棟ごと（新産業貿易センターと合築となる棟については、民間複合施設部分のみ）にＡ３版にまとめること。
※　応募者の提案に応じて、項目を追加・変更すること。
（様式２６）民間複合施設外観透視図（鳥瞰図１面）
	（様式２６）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設外観透視図（鳥瞰図１面）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
・「（様式１４）全体鳥EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かん),瞰)図」、「（様式１８）景観に関する提案」で提示した提案内容を反映した図とすること。
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式２７）民間複合施設外観透視図（目線１面）
	（様式２７）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設外観透視図（目線１面）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
・「（様式１４）全体鳥EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かん),瞰)図」、「（様式１８）景観に関する提案」で提示した提案内容を反映した図とすること。
	
	

	
	


※　各棟ごとにＡ３版１枚にまとめること。
（様式２８）民間複合施設○○透視図（提案に当たって重要な箇所）
	（様式２８）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設○○透視図（提案に当たって重要な箇所）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
・「（様式１４）全体鳥EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かん),瞰)図」、「（様式１８）景観に関する提案」で提示した提案内容を反映した図とすること。
	
	

	
	


※　Ａ３版３枚以内にまとめること。
（様式２９）民間複合施設日影図（等時間日影図・時刻日影図）

	（様式２９）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設日影図　等時間日影図１／６００および時刻日影図１／１０００
	

	
	※　冬至（８時から１６時）とし、それぞれ次の事項に留意して提示すること。
・等時間日影図は、平均地盤面における１～５時間まで１時間ごとのものとし、隣接する建物への影響が分かること。
・時刻日影図は、周辺地区に対する影の状況が分かること。

	
	

	
	


※　Ａ３版各１枚にまとめること。
（様式３０）民間複合施設各階平面図（１／５００）
	（様式３０）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設各階平面図（１／５００）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
	
	

	
	


※　棟ごと（新産業貿易センターと合築となる棟については、民間複合施設部分のみ）にＡ３版にまとめること。枚数は応募者による。
（様式３１）民間複合施設仕上イメージ図
	（様式３１）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設仕上イメージ図
	

	
	［提案の考え方・特色］（箇条書）
	
	

	
	［図版］

※　以下の施設に係る内装仕上げイメージを、図版等を用いて提示すること。
・帰宅困難者の受け入れ場所

・賃貸住宅　　　　　　　　　　　各１枚

・商業施設
	
	

	
	


※　施設ごとにＡ３版１枚にまとめること。
（様式３２）民間複合施設構造計画説明図
	（様式３２）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設構造計画説明図
	

	
	［提案の考え方・特色］（箇条書）
	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
・長周期地震動に関する対応方策について提案すること。
	
	

	
	［図版］
	
	

	
	


※　Ａ３版２枚以内にまとめること。
（様式３３）民間複合施設配置図（１／５００程度）
	（様式３３）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設配置図（１／５００程度）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式３４）民間複合施設全体立面図（４面）
	（様式３４）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設全体立面図（４面）（１／５００）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
	
	

	
	


※　棟ごと（新産業貿易センターと合築となる棟については、民間複合施設部分のみ）にＡ３版にまとめること。枚数は応募者による。
（様式３５）民間複合施設主要断面図
	（様式３５）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設主要断面図（１／５００）
	
	

	
	※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
	
	

	
	


※　各棟断面（新産業貿易センターと合築となる棟については、民間複合施設部分のみ）をＡ３版にまとめること。枚数は応募者による。
（様式３６）民間複合施設設備計画説明図
	（様式３６）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設設備計画説明図
	
	

	
	［提案の考え方・特色］（箇条書）
	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案と
すること。
	
	

	
	［図版］
	
	

	
	


※　棟ごと（新産業貿易センターと合築となる棟については、民間複合施設部分のみ）にＡ３版１枚にまとめること。
（様式３７）民間複合施設の工法の説明書
	（様式３７）
	グループ名 

	
	民間複合施設の工法の説明書
	
	

	
	［提案の考え方・特色］（箇条書）
	
	

	
	［本文］
	
	

	
	［図版］
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式３８）民間複合施設のデザインの考え方
	（様式３８）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設のデザインの考え方
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・全体のコンセプトや全体のプランに合致した提案とすること。
・地域のシンボル性としての観点、また、まちなみやにぎわい創出の観点からデザインの考え方を提案すること。
・「（様式１８）景観に関する提案」で提示した提案内容を反映した提案とすること。
［図版］
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式３９）映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設の導入に関する提案
	（様式３９）
	
 グループ名 

	
	映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設の導入に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・誘致を行う個別のテナント名等の記載は行わないこ
と。
・誘致を行うテナントの具体的な業種のイメージを提示するとともに、当該業種が竹芝地区の産業の集積にどのような影響を与えるかについて提案すること。
・上記テナントの誘致のために、どのような施設・設備の設置を行うか提案すること。
・映像・音声・文字情報制作業、情報サービス業、インターネット付随サービス業に対応したオフィスや次世代の技術を支えるための人材育成に寄与する施設に該当する施設の延床面積を記載すること。

	
	

	
	


※　Ａ３版２枚以内にまとめること。
（様式４０）国際競争力強化に向けた取組に関する提案
	（様式４０）
	
 グループ名 

	
	国際競争力強化に向けた取組に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・提案する民間複合施設の内容に合わせ、国際競争力強化
に向けた取組（業務支援機能や外国人が安心して利用できる生活支援機能等）に関し提案すること。

	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式４１）民間複合施設の防災対策に係る提案
	（様式４１）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設の防災対策に係る提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・地震時の安全性を考慮し、長周期地震動にも対応した構
造的な工夫について提案すること。

なお、提案に当たっては、「（様式３２）民間複合施設構造計画説明図」で提示した提案内容を反映した提案とすること。
・非常時の電源確保等、事業継続性に配慮した提案とする
こと（視点例：昼間は照明が無くても一定の照度が確保できる建築計画とする等）。
・民間複合施設の従業員や従業員以外で発生する帰宅困難
者への対応に関し提案すること。
・ビル内防災組織に関し提案すること。

	
	

	
	


※　Ａ３版３枚以内にまとめること。
（様式４２）スマートシティの推進に向けた提案
	（様式４２）
	
 グループ名 

	
	スマートシティの推進に向けた提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・民間複合施設の整備に当たって、低炭素で高効率な自
立・分散型エネルギーの導入の検討について、検討プロセスとその検討結果を示すこと。
・上記検討結果を踏まえ、民間複合施設において効果的な
エネルギーの効率化を図る取組について検討すること。
・民間複合施設の電力の見える化や、１か所での電力のコントロールに係る提案を行うこと。
・民間複合施設に導入する太陽光発電の出力規模について
の提案を行うとともに、その他再生可能エネルギー（太陽熱給湯、地中熱、風力等）の活用に関する提案を行うこと。
・周辺の開発を含めたスマートシティの推進に資する提案
がある場合には記載すること。


	
	

	
	


※　Ａ３版３枚以内にまとめること。
（様式４３）民間複合施設の環境負荷低減に関する提案
	（様式４３）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設の環境負荷低減に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・環境負荷低減の観点から民間複合施設に導入する設備等について提案すること。
・東京都総合設計要領における業務系施設の環境性能係数のランクを記載すること。
・民間複合施設の提案に係るＰＡＬ、ＥＲＲの低減率、ＣＡＳＢＥＥの取得ランクを記載すること。

	
	

	
	


※　Ａ３版２枚以内にまとめること。
（様式４４）エリアマネジメント業務の考え方
	（様式４４）
 グループ名 

	
	エリアマネジメント業務の考え方
	
	

	
	［要点］（箇条書）
	
	

	
	［本文］　

※　特に次の事項に留意して提案すること。
・エリアマネジメント業務の提案についての基本的な考え
方を述べること。
・竹芝地区におけるエリアマネジメントのポテンシャルや
課題等を説明すること。
・エリアマネジメント組織の設立、運営方法に関し提案すること。
・都に対するエリアマネジメント業務の報告イメージ、エ
リアマネジメント業務に対する対外的なアピールの方法などについて提案すること。
・エリアマネジメント組織設立後の当該エリアマネジメン
ト組織の活動イメージについて提案すること。
・対象地で70年間にわたってエリアマネジメント組織の維持、活動を持続させるための考え方について示すこと（視点例：運営マニュアルを作成し、事業期間を通じた当該マニュアルの維持等）。
	
	

	
	
	
	

	


※　Ａ３版３枚以内にまとめること。
（様式４５）エリアマネジメント業務の工程表
	（様式４５）
 グループ名 

	
	エリアマネジメント業務の工程表
	
	

	
	［要点］（箇条書）
	
	

	
	［本文］　

※　特に次の事項について提案すること。
・事業期間にわたる提案とすること。

・工程表の作成に当たっては、実施する具体的な業務内容の実施期間を示し、各業務内容について、フェーズごとに達成目標などを明らかにすること。
・特に事業期間当初における工程については、詳細な工程を記載すること。
	
	

	
	
	
	

	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式４６）エリアマネジメント業務の実施体制
	（様式４６）
 グループ名 

	
	エリアマネジメント業務の実施体制
	
	

	
	［要点］（箇条書）
	
	

	
	［本文］　

※　特に次の事項に留意して,提案すること。
・エリアマネジメント業務を行う者の実績について説明し、当該実績におけるノウハウが本事業のエリアマネジメントにどのように応用しうるかについての説明を行うこと。
・事業当初におけるエリアマネジメント業務の実施体制に
ついて、「（様式４５）エリアマネジメント業務の工程表」に記載した業務内容を遂行する業務体制図を記載すること。

・業務体制図では、「（様式４５）エリアマネジメント業
務の工程表」に記載した業務内容ごとに責任者を配置し、各責任者の経歴、勤続年数、エリアマネジメント業務に係る主な実績等を記載すること。
・各フェーズにおいて、責任者を含め、何人の人員を投入
する予定があるかについて記載すること。
	
	

	
	
	
	

	


※　Ａ３版１枚にまとめること。

(2) 事業の運営・経営に関する提案

（様式４７）民間複合施設の運営維持管理計画に関する提案

	（様式４７）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設の運営維持管理計画に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・70年間の長期にわたって安定して施設の運営を行うことができる運営維持管理計画及びその体制等
・70年間の事業継続を鑑み、施設などのフレキシビリティへの配慮についても記載すること

	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式４８）民間複合施設の維持・管理及び修繕計画
	（様式４８）
	
 グループ名 

	
	民間複合施設の維持・管理及び修繕計画
	

	
	施設の維持･管理及び
修繕費の合計
	1年度
	2年度
	3年度
	4年度
	～
	67年度
	68年度
	69年度
	70年度
	事業期間合計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	①　業務施設
	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	

	
	
	保全コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	修繕コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	改善コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	②　商業施設
	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	

	
	
	保全コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	修繕コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	改善コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	③　賃貸住宅
	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	

	
	
	保全コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	修繕コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	改善コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	④　共用部分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	保全コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	修繕コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	改善コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用コスト
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	前期繰越金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	修繕積立基金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	当期修繕積立金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	当期修繕費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	次期繰越金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	

	
	


※　消費税を含む金額とし、単位は千円とする。物価上昇率は見込まないこと。
※　分棟の場合など、応募者の提案に応じて、項目を追加・変更すること。
※　Ａ３版にまとめること。枚数は応募者による。
（様式４９）テナント誘致に対する工夫
	（様式４９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名 

	
	テナント誘致に対する工夫
	

	
	［要点］（箇条書）


	

	
	［本文］

※　本事業の業務・商業施設等のテナント誘致策について提案すること。
（主な記入事項）

１　テナント誘致に対する工夫

２　テナント未入居リスク低減に関する工夫

３　テナント誘致の体制

	

	


※　Ａ４版１枚にまとめること。
（様式５０）テナントを長期継続的に入居させるための工夫
	（様式５０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名 

	
	テナントを長期継続的に入居させるための工夫
	

	
	［要点］（箇条書）


	

	
	［本文］

※　本事業の業務・商業施設等の長期継続的にテナントを入居させるための方策について提案すること。
（主な記入事項）

　１　テナントを長期継続的に入居させるための工夫

	

	


※　Ａ４版１枚にまとめること。
（様式５１）施設の除却及び更地返還計画に関する提案
	（様式５１）
 グループ名 

	
	施設の除却及び更地返還計画に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書）
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・工法

・除却期間

・周辺への安全面及び環境面の配慮

・概算除却費
	

	


※　Ａ４版１枚にまとめること。
(3) 事業収支計画に関する提案
（様式５２）事業収支計画など財務計画の考え方と特色
	（様式５２）
	　　　 グループ名 

	
	事業収支計画など財務計画の考え方と特色
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
・70年間にわたる長期間の考え方
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式５３）事業の実施体制に関する提案
	（様式５３）
	　　　 グループ名 

	
	事業の実施体制に関する提案
	
	

	
	［要点］（箇条書）


	
	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。
　・70年間にわたり、安定的かつ持続的な事業運営を行う実施体制について提案すること。
	
	

	
	


※　Ａ３版１枚にまとめること。
（様式５４）事業安定化方策に関する提案
	（様式５４）
 グループ名 

	
	事業安定化方策に関する提案
	

	
	［要点］（箇条書）


	

	
	［本文］

※　特に次の事項に留意して、提案すること。

・長期間にわたり、安定的かつ持続的に当事業の運営を行うための事業安定化方策について提案すること。

・事業運営困難時の対応方策を具体的に記入すること。
・その他各種リスクに対する対応策などを示すこと。
	

	


※　Ａ４版２枚以内にまとめること。
（様式５５）事業収支計画算出書（資金計画及び資金調達計画表）
	（様式５５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名 

	事業収支計画算出書（資金計画及び資金調達計画表）

	
	資金計画
	資金調達計画
	

	
	支　　出
	調達方法
	細目
	金額
	

	
	項　目
	金額
	
	
	
	

	
	① 調査費等
	
	①出資金
	
	

	
	② 既存建物除却費
	
	
	出資金１
	
	
	

	
	③ 工事費
	
	
	出資金２
	
	
	

	
	④ その他
	
	
	出資金３
	
	
	

	
	
	
	
	
	出資金計
	
	

	
	
	
	
	② 借入金
	
	

	
	
	
	
	
	借入金①
	
	
	

	
	
	その他計
	
	
	借入金②
	
	
	

	
	合　計
	
	
	借入金③
	
	
	

	
	収　　入
	
	借入合計
	
	

	
	項　　目
	金額
	③ その他
	
	

	
	① 出資金
	
	
	
	
	

	
	② 借入金
	
	
	
	
	

	
	③ その他
	
	
	その他計
	
	

	
	合　計
	
	合　計
	
	

	


※　記入要領
１　記入欄の過不足に応じて適宜欄を追加・削除して使用すること。
２　金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
３　資金調達について、負債に優先劣後構造を採用する場合、「借入金」の欄には優先貸出・劣後貸出の別を「細目」に、出資金に優先株及び普通株出資を採用する場合、「出資金」の欄には優先株及び普通株に分けて記入しその別を「細目」に明記すること。
４　新産業貿易センターに関する工事費等の想定額を含んで提案すること。

５　新産業貿易センターを都が買い取る時期については、新産業貿易センターを整備する敷地における借地期間の１年目として提案すること。ただし、買取想定額については、新産業貿易センターと合築となる民間複合施設の延床面積あたりの建物建築費に、提案する新産業貿易センターの延床面積を乗じたものとすること。
６　なお、４に示す新産業貿易センターに関する工事費等の想定額及び５に示す新産業貿易センターの買取額については、本提案書により定まるものではなく、募集要項等の手続きを踏まえて決定する点に留意すること。
※　Ａ４版１枚とすること。
（様式５６）事業収支計画算出書（資金計画内訳書）
	（様式５６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名 

	事業収支計画算出書（資金計画内訳書）

	
	支　　出
	内訳
	

	
	項　目
	金額
	
	

	
	① 調査費等
	
	
	

	
	② 既存建物除却費
	
	
	

	
	③ 工事費
	
	
	

	
	④ その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	その他計
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	
	収　　入
	内訳
	

	
	項　　目
	金額
	
	

	
	① 出資金
	
	※（様式＊＊参照）
	

	
	② 借入金
	
	※（様式＊＊参照）
	

	
	③ その他
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	


※　記入要領
１　上記に挙げた項目の算出根拠について、可能な限り具体的かつ詳細に記載すること。
２　項目については、他の様式との整合性に留意すること。
３　記入欄の過不足に応じて適宜欄を追加・削除して使用すること。
４　金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
５　資金調達について、負債に優先劣後構造を採用する場合、「借入金」の欄には優先貸出・劣後貸出の別を「細目」に、出資金に優先株及び普通株出資を採用する場合、「出資金」の欄には優先株及び普通株に分けて記入しその別を「細目」に明記すること。
６　新産業貿易センターに関する工事費等の想定額を含んで提案すること。

７　新産業貿易センターを都が買い取る時期については、新産業貿易センターを整備する敷地における借地期間の１年目として提案すること。ただし、買取想定額については、新産業貿易センターと合築となる民間複合施設の延床面積あたりの建物建築費に、提案する新産業貿易センターの延床面積を乗じたものとすること。































































































































８　なお、７に示す新産業貿易センターに関する工事費等の想定額及び８に示す新産業貿易センターの買取額については、本提案書により定まるものではなく、募集要項等の手続きを踏まえて決定する点に留意すること。
※　Ａ４版１枚とすること。
（様式５７）事業収支計画算出書（出資金明細表）
	（様式５７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名 

	事業収支計画算出書（出資金明細表）

	
	出資者
	出資金額
	出資者の役割・要件の充足等
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	

	事業収支計画算出（借入金明細表）

	
	金融機関名
	借入金額
	借入条件
	

	
	
	
	借入金利
	金利の説明
	返済方法
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	


※　記入要領
１　記入欄の過不足に応じて適宜欄を追加・削除して使用すること。
２　金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
３　順次段階別に出資・借入れを受ける場合、必要とする出資金を全て調達した段階の計画を記入すること。この場合「出資金・借入金調達スケジュール表」に段階的な資金調達計画の明細を記入すること。
４　出資者名、金融機関名については具体名を記入すること。現段階で具体名を記入することが困難な場合でも、想定される出資者名や業種等、金融機関名についてできる限り具体的に記入すること。
５　出資者の役割については、各出資者が本事業において果たす役割を明確に記述すること。
６　優先株を発行すること等を予定している場合、優先株・普通株の別等については「その他」に記入すること。
７　借入条件の借入金利については具体的な金利水準（小数点第二位まで、例えば○.○○%等）、金利の説明については金利水準の算出根拠（例えば、基準金利は○○で○.○○%、利ざやは○.○○%等）や変動・ 固定金利の別等をできる限り詳細に記入すること。返済方法については、元金均等返済等の返済方法を具体的に記入すること。一般的に考えられる返済方法等とは異なる返済方法を採用する場合には、返済方法のみではなく毎年度の返済額等を記入すること。
８　優先劣後構造を採用すること等を予定している場合、優先借入れ・普通借入れの別等については「その他」に記入すること。「その他」の欄にはこれ以外に応募者が必要と考える内容について適宜記入すること。「その他」の欄にはこれ以外に応募者が必要と考える内容について適宜記入すること。
９　新産業貿易センターに関する費用等については除く。
１０　新産業貿易センターに関する工事費等の想定額を含んで提案すること。

１１　新産業貿易センターを都が買い取る時期については、新産業貿易センターを整備する敷地における借地期間の１年目として提案すること。ただし、買取想定額については、新産業貿易センターと合築となる民間複合施設の延床面積あたりの建物建築費に、提案する新産業貿易センターの延床面積を乗じたものとすること。
１２　なお、１０に示す新産業貿易センターに関する工事費等の想定額及び１１に示す新産業貿易センターの買取額については、本提案書により定まるものではなく、募集要項等の手続きを踏まえて決定する点に留意すること。
※　Ａ４版１枚とすること。
（様式５８）事業収支計画算出書（借入金明細表）
	（様式５８）
 グループ名 

	事業収支計画算出書（借入金明細表）

	
	金融機関名
	借入金額
	借入条件
	

	
	
	
	借入金利
	金利の説明
	返済方法
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	


※　記入要領
１　記入欄の過不足に応じて適宜欄を追加・削除して使用すること。
２　金額は千円単位、千円未満を四捨五入すること。
３　借入れについて順次段階別に貸出しを受ける場合、必要とする借入金を全て調達した段階の計画を記入すること。この場合「出資金・借入金調達スケジュール」に段階的な資金調達計画の明細を記入すること。
４　金融機関名については具体名を記入すること。現段階で具体名を記入することが困難な場合でも、想定される金融機関名や業種等についてできる限り具体的に記入すること。
５　借入条件の借入金利については具体的な金利水準（小数点第二位まで、例えば○.○○%等）、金利の説明については金利水準の算出根拠（例えば、基準金利は○○で○.○○%、利ざやは○.○○%等）や変動・ 固定金利の別等をできる限り詳細に記入すること。返済方法については、元金均等返済等の返済方法を具体的に記入すること。一般的に考えられる返済方法等とは異なる返済方法を採用する場合には、返済方法のみではなく毎年度の返済額等を記入すること。
６　優先劣後構造を採用すること等を予定している場合、優先借入れ・普通借入れの別等については「その他」に記入すること。「その他」の欄には、これ以外に応募者が必要と考える内容について適宜記入すること。

７　新産業貿易センターに関する工事費等の想定額を含んで提案すること。

８　新産業貿易センターを都が買い取る時期については、新産業貿易センターを整備する敷地における借地期間の１年目として提案すること。ただし、買取想定額については、新産業貿易センターと合築となる民間複合施設の延床面積あたりの建物建築費に、提案する新産業貿易センターの延床面積を乗じたものとすること。
９　なお、７に示す新産業貿易センターに関する工事費等の想定額及び８に示す新産業貿易センターの買取額については、本提案書により定まるものではなく、募集要項等の手続きを踏まえて決定する点に留意すること。
※　Ａ４版１枚とすること。
（様式５９）事業収支計画算出書（出資金・借入金調達スケジュール表）
	（様式５９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名 

	事業収支計画算出書（出資金・借入金調達スケジュール表）

	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	

	
	出資金
	出資者名
	金額
	出資者名
	金額
	出資者名
	金額
	出資者名
	金額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	

	
	借入金
	金融機関名
	金額
	金融機関名
	金額
	金融機関名
	金額
	金融機関名
	金額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	合計
	
	

	
	
	総合計
	
	総合計
	
	総合計
	
	総合計
	

	


※　記入要領
１　記入欄の過不足に応じて適宜欄を追加・削除して使用すること。
２　金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。
３　基本協定締結後、事業開始直前までに出資金・借入金を順次段階的に調達する場合の資金調達スケジュールを記入すること。
４　出資者名・金融機関名及び金額については他の帳票と整合すること。
５　新産業貿易センターに関する工事費等の想定額を含んで提案すること。

６　新産業貿易センターを都が買い取る時期については、新産業貿易センターを整備する敷地における借地期間の１年目として提案すること。ただし、買取想定額については、新産業貿易センターと合築となる民間複合施設の延床面積あたりの建物建築費に、提案する新産業貿易センターの延床面積を乗じたものとすること。
７　なお、５に示す新産業貿易センターに関する工事費等の想定額及び６に示す新産業貿易センターの買取額については、本提案書により定まるものではなく、募集要項等の手続きを踏まえて決定する点に留意すること。
※　Ａ４版１枚とすること。
（様式６０）損益計算書内訳書

	（様式６０）
 グループ名 

	損益計算書内訳書

	
	
	初年度合計
	内訳
	

	
	①
	営業収入
	
	
	

	
	
	業務施設関連
	
	
	

	
	
	商業施設関連
	
	
	

	
	
	賃貸住宅関連
	
	
	

	
	
	その他施設関連
	
	
	

	
	
	（その他）
	
	
	

	
	
	営業収入合計
	
	
	

	
	②
	営業支出
	
	
	

	
	
	定期借地料
	
	
	

	
	
	維持管理費
	
	
	

	
	
	修繕費
	
	
	

	
	
	公租公課
	
	
	

	
	
	保険料
	
	
	

	
	
	減価償却費
	
	
	

	
	
	（その他）
	
	
	

	
	
	営業支出合計
	
	
	

	


※　記入要領

１　上記様式を参考に、可能な限り詳細な内訳を示すこと。記入欄の過不足に応じて適宜欄を追加・削除して使用すること。

２　金額は千円単位とし、千円未満を四捨五入すること。

３　全ての施設の竣工時における初年度の損益について記載すること。

４　新産業貿易センターに係る収支は除く。
※　Ａ４版とすること。枚数は応募者による。
１部提出





１部提出


























１部提出




















PAGE  
- 62 -

